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議 案 第 ４ ３ 号 

 

 

 

平成２９年度 霧島市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 

平成２９年度霧島市の下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ６０，６０６千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ ２，１１３，３６５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌

年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

平成３０年２月１３日提出        

霧島市長  中重  真一        
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第１表　　　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

歳　入 (単位：千円)

款 項

 3 国庫支出金 509,665 △37,799 471,866

 1 国庫補助金 509,665 △37,799 471,866

 4 財産収入 133 △45 88

 1 財産運用収入 133 △45 88

 5 繰入金 674,452 △14,727 659,725

 1 一般会計繰入金 674,452 △14,727 659,725

 6 繰越金 10,000 34,665 44,665

 1 繰越金 10,000 34,665 44,665

 8 市債 528,000 △42,700 485,300

 1 市債 528,000 △42,700 485,300

2,173,971 △60,606 2,113,365

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳　　入　　合　　計
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歳　出 (単位：千円)

款 項

 1 総務費 344,548 21,284 365,832

 1 総務管理費 344,548 21,284 365,832

 2 土木費 1,092,535 △81,890 1,010,645

 1 都市計画費 1,092,535 △81,890 1,010,645

 3 公債費 731,888 0 731,888

 1 公債費 731,888 0 731,888

2,173,971 △60,606 2,113,365

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳　　出　　合　　計
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（単位：千円）

款 項 事　　業　　名 金　　額

１ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費 公共下水道管理事業 11,260

２ 土 木 費 １ 都 市 計 画 費 公 共 下 水 道 事 業 417,786

第　　２　　表　　　　繰　　越　　明　　許　　費
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１　変　更 （単位：千円）

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率

公共下水道事業 512,000 473,500

変更なし 変更なし

特環下水道事業 8,000 6,700

過疎対策事業 8,000 5,100

合　　計 528,000 485,300

第　　３　　表　　　　地　　方　　債　　補　　正

起 債 の 目 的
変 更 前 変 更 後

償還の方法

変更なし証書借入

又　　は

証券発行

 ４．０％　以内

（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金、銀
行その他の資金に
ついて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該見
直し後の利率）

　
　政府資金は、
その貸付条件に
より、銀行その
他の資金につい
ては、債権者と
の協定によるも
のとする。
　ただし、財政
の都合により据
置期間中であっ
ても、繰上償還
し、年限を短縮
し、又は低利債
に借り換えるこ
とができるもの
とする。
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１．総　括 歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳　入）

款

 3 国庫支出金 509,665 △37,799 471,866 

 4 財産収入 133 △45 88 

 5 繰入金 674,452 △14,727 659,725 

 6 繰越金 10,000 34,665 44,665 

 8 市債 528,000 △42,700 485,300 

2,173,971 △60,606 2,113,365 歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

- 6 -



（単位 ： 千円）

△37,799 

△45 

△14,727 

34,665 

△42,700 

△37,799 △42,700 △14,772 34,665 

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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（歳　出）

款

 1 総務費 344,548 21,284 365,832 

 2 土木費 1,092,535 △81,890 1,010,645 

 3 公債費 731,888 0 731,888 

2,173,971 △60,606 2,113,365 歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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(単位：千円)

△1,109 22,393 

△37,799 △42,700 △1,391 

△12,272 12,272 

△37,799 △42,700 △14,772 34,665 

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２．歳　入
（款）  3 国庫支出金

（項）  1 国庫補助金

目

 1 土木費国庫補助金 509,665 △ 37,799 471,866

合　計 509,665 △ 37,799 471,866

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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（単位 ： 千円）

節       

 1 公共下水道事業費 △ 40,036

 2 特環下水道事業費 2,237

区 分 金 額
説 明
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（款）  4 財産収入

（項）  1 財産運用収入

目

 1 利子及び配当金 133 △ 45 88

合　計 133 △ 45 88

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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（単位 ： 千円）

節       

 1 基金利子 △ 45

区 分 金 額
説 明

- 11 -
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（款）  5 繰入金

（項）  1 一般会計繰入金

目

 1 一般会計繰入金 674,452 △ 14,727 659,725

合　計 674,452 △ 14,727 659,725

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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（単位 ： 千円）

節       

 1 一般会計繰入金 △ 14,727

区 分 金 額
説 明
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（款）  6 繰越金

（項）  1 繰越金

目

 1 繰越金 10,000 34,665 44,665

合　計 10,000 34,665 44,665

補 正 前 の 額 補 正 額 計

- 14 -
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（単位 ： 千円）

節       

 1 繰越金 34,665

区 分 金 額
説 明

- 15 -
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（款）  8 市債

（項）  1 市債

目

 1 土木債 528,000 △ 42,700 485,300

合　計 528,000 △ 42,700 485,300

補 正 前 の 額 補 正 額 計

- 16 -
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（単位 ： 千円）

節       

 1 公共下水道事業債 △ 38,500

 2 特環下水道事業債 △ 1,300

 3 過疎対策事業債 △ 2,900

区 分 金 額
説 明

- 17 -
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３．歳　出
（款）  1 総務費

（項）  1 総務管理費

目

 1 下水道管理 344,548 21,284 365,832 △1,109 22,393

費

合　計 344,548 21,284 365,832 △1,109 22,393

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

- 20 -



(単位：千円)

節

 2 給料 △354 人件費（職員） △1,004

 3 職員手当等 △650 公共下水道管理事業 22,288

25 積立金 22,288

説　　明 主　　な　　事　　業
区 分 金 額
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（款）  2 土木費

（項）  1 都市計画費

目

 1 公共下水道 1,065,302 △81,253 984,049 △40,036 △38,500 △2,717

整備費

 2 特環下水道 27,233 △637 26,596 2,237 △4,200 1,326

整備費

合　計 1,092,535 △81,890 1,010,645 △37,799 △42,700 △1,391

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

- 20 -
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(単位：千円)

節

 2 給料 △4,272 人件費（職員） △9,020

 3 職員手当等 △3,659 交付金事業 △72,233

 4 共済費 △1,089

13 委託料 △72,233

 3 職員手当等 △558 人件費（職員） △637

 4 共済費 △79

説　　明 主　　な　　事　　業
区 分 金 額

- 21 -
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（款）  3 公債費

（項）  1 公債費

目

 1 元金 562,611 0 562,611 △12,272 12,272

合　計 731,888 0 731,888 △12,272 12,272

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

- 22 -
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(単位：千円)

節

（財源組替）

説　　明 主　　な　　事　　業
区 分 金 額
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 給　与　費　明　細　書

 １　一般職
 (1)  総  括

 (2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分

職員の新陳代謝による減等

△ 4,317
その他の増減
分

説　　　明

人事院勧告による給与改定に伴う増
給与改定に伴
う増減分

45

492

職員の新陳代謝による減等

人事院勧告による給与改定に伴う増

0
昇給に伴う増
加分

その他の増減
分

給 料

増　減　額
　　(千円）

△ 4,272

増 減 事 由 別 内 訳
　　　　　　　(千円）

△ 4,709

制度改正に伴
う増減分

職員手当 △ 4,217

給　　料

（千円）

32,333 88,801

△ 4,217 △ 8,489

職員手当 計

（千円） （千円）

28,116 80,312

職員数

(人）

報　　酬

（千円）

12

13

区　　分

補正後

補正前

比　較 △ 1

52,196

56,468

△ 4,272

給 与 費
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備　　　考

備　考

（千円） （千円）

共済費 合　計

△ 1,168 △ 9,657

17,371 97,683

18,539 107,340
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（単位：千円）

414,700 495,6486,842,895 6,761,947

地 方 債 の 平 成 27 年 度 末 及 び 平 成 28 年 度 末 に お け る 現 在 高

並 び に 平 成 29 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区 分
平 成 27 年 度 末
現 在 高

平 成 28 年 度 末
現 在 高

平 成 29 年 度 中 増 減 見 込

　特環下水道事業 671,655 7,800 43,318633,613

平 成 29 年 度 末
現 在 高 見 込 額平成29年度中

起 債 見 込 額
平成 29年度中
元金償還見込額

　公共下水道事業 7,132,443

　過疎対策事業 125,129 6,200 21,832109,182

　新世代下水道事業 45,685 1,81343,913

7,495,692

93,550

42,100

598,095

合 計 7,974,912 428,700 562,6117,629,603
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